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○筑西市自主防災組織認定要綱 

平成２６年５月９日 

市告示第６５号 

（目的） 

第１条 この要綱は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第５条第２項及び第４２条に基づく

筑西市地域防災計画に規定する自主防災組織（以下「自主防災組織」という。）を認定することについ

て必要な事項を定め、もって市民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災活動の推進を図ることを目的

とする。 

（認定の基準） 

第２条 市長は、次条による申込のあった自治会等が次の各号のいずれにも該当する場合は、自主防災組

織として認定するものとする。 

（１） 筑西市自治協力員等設置規則（平成１７年市規則第４９号）第２条第１項に規定する自治会又

はこれに準ずる団体（以下「自治会等」という。）で構成する組織であること。 

（２） 自治会等の地域において、別表に定める防災活動（以下「自主防災活動」という。）を行う組

織であること。 

（認定） 

第３条 前条に規定する認定を受けようとする自治会等（以下「申込者」という。）は、自主防災組織認

定申込書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 自治会等が行う自主防災活動及び自主防災活動に係る担当者の報告書（以下「自主防災活動報

告書」という。） 

（２） 前号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申込を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、自主防災組織認定書

（様式第２号）を申込者に交付するものとする。 

（変更届出） 

第４条 自主防災組織は、前条第２項の規定による認定を受けた事項について変更があったときは、その

内容を市長に届け出なくてはならない。ただし、世帯数の変更については、この限りでない。 

（補則） 

第５条 この要綱に定めるもののほか自主防災組織の認定に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに筑西市自主防災組織活動育成事業費補助金交付要項（平成２０年市

告示第５１号）の規定により補助金の交付を受けた自主防災組織は、この告示による自主防災組織の認

定を受けたものとみなす。 

別表（第２条関係） 

平常時又は災害

時の別 

防災活動 

平常時 （１） 緊急時の連絡体制の整備 

（２） 研修会の開催等による防災知識の普及 

（３） 各種予報等情報の収集 

（４） 定期的な地域の安全パトロール 

（５） 防災用資機材、消火用資機材、応急手当用資機材及び備蓄食糧その他自主防災組

織活動に要する資機材等（以下「防災用資機材等」という。）の整備及び定期的点検並

びに管理 

（６） 防災用資機材等を活用した年１回以上の定期的防災訓練 

（７） 初期消火訓練及び応急手当に関する知識の普及等日常的な防災活動 

（８） 地域内の危険物、危険区域、避難路、避難場所、水利等の現状の把握 

（９） 地域防災カルテ及び地域防災マップの作成及び配布 



2/5 

（１０） 地域防災カルテ及び地域防災マップの定期的な見直し 

（１１） 要援護者の把握 

（１２） 災害用井戸の確保 

（１３） 家庭における非常持出品の準備及び普及 

（１４） 地方公共団体等が行う防災活動への協力 

災害時 （１） 災害情報の収集及び伝達 

（２） 防災機関に対する災害状況の通報 

（３） 避難勧告等の周知 

（４） 初期消火活動 

（５） 地震時における出火防止の呼びかけ 

（６） 負傷者等の救出活動 

（７） 応急手当等の救護活動 

（８） 安全な避難場所の指示及び誘導 

（９） 要援護者の避難及び介助 

（１０） 炊き出し等の給食活動 

（１１） 給水活動 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

 


